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次

週

９

月

�

日

号

は

休

刊

と

さ

せ

て

い

た

だ

き

ま

す

。

主 な 記 事

消費税減税の大綱（抜粋） ２～３面

青木新長官にインタビュー ３面

【特集】災害発生 そのとき法人税務はどうなる？

　　災害に伴う支援と損失処理 ４面

　令和７年度の全国のふるさと納税受入

額（寄附額）は１兆３３１４億円となり、６

年連続で過去最高を更新しました。寄附

文化がなかなか根付かないといわれてき

た日本にあって、ふるさと納税はその普

及・定着に寄与してきました。本連載で

は、国税局のエリア別に寄附額が最も多

い自治体を取り上げ、人気の理由などを

紹介します。

　個人のネット取引や自宅でのサイドビ

ジネスが社会現象化する中、関心の高ま

りを見せる必要経費について、その取扱

いに対するコラムを、身近な事例や図表

を取り入れ、昨年�月から今年３月まで

�回にわたり連載しました。その続編を

お届けします。

　ご愛読いただきました「不良債権に係

る税務上の取扱いの再確認」「悩める税

理士事務所所長・職員のための生成ＡＩ

超入門」は今号をもって終了します。「続

・傍流の正論」「裁決事例集」「（小説）

税務調査と真実」は継続します。�月か

らは以下の連載を開始します。引き続き

ご愛読いただきますようお願い申し上げ

ます。　 　編集部

　

政

府

は

�

日

、

臨

時

閣

議

で

来

年

４

月

か

ら

２

年

間

限

定

で

飲

食

料

品

に

係

る

消

費

税

率

を

１

％

に

引

き

下

げ

る

こ

と

な

ど

を

盛

り

込

ん

だ

「

飲

食

料

品

消

費

税

率

の

臨

時

的

な

引

下

げ

及

び

就

業

者

負

担

軽

減

支

援

金

の

導

入

に

関

す

る

大

綱

」

を

閣

議

決

定

し

た

（

２

、

３

面

に

一

部

を

抜

粋

し

て

掲

載

）

。

こ

れ

を

受

け

て

国

税

庁

は

同

日

、

同

庁

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

上

に

「

消

費

税

率

引

下

げ

特

設

サ

イ

ト

」

を

開

設

し

た

。

大

綱

で

示

さ

れ

た

税

率

引

下

げ

の

改

正

案

の

内

容

を

説

明

し

た

資

料

を

掲

載

し

た

も

の

。

今

後

、

最

新

の

情

報

を

随

時

掲

載

し

て

い

く

こ

と

と

し

て

い

る

。

今

号

で

は

こ

の

う

ち

、

「

飲

食

料

品

に

係

る

２

年

間

の

消

費

税

率

引

下

げ

に

関

す

る

Ｑ

＆

Ａ

」

の

主

な

問

答

な

ど

を

紹

介

す

る

。

　

簡

易

課

税

制

度

の

適

用

を

受

け

て

い

る

事

業

者

が

そ

の

適

用

を

や

め

よ

う

と

す

る

場

合

は

原

則

、

そ

の

や

め

よ

う

と

す

る

課

税

期

間

の

初

日

の

前

日

ま

で

に

「

消

費

税

簡

易

課

税

制

度

選

択

不

適

用

届

出

書

」

を

所

轄

の

税

務

署

長

に

提

出

す

る

必

要

が

あ

る

。

　

解

説

で

は

今

回

の

特

例

に

つ

い

て

、

飲

食

料

品

の

譲

渡

を

行

い

、

か

つ

、

簡

易

課

税

制

度

の

適

用

を

受

け

て

い

る

事

業

者

は

、

令

和

９

年

４

月

１

日

の

属

す

る

課

税

期

間

中

に

、

そ

の

課

税

期

間

か

ら

簡

易

課

税

制

度

の

適

用

を

や

め

よ

う

と

す

る

旨

を

記

載

し

た

「

消

費

税

簡

易

課

税

制

度

選

択

不

適

用

届

出

書

」

を

所

轄

の

税

務

署

長

に

提

出

す

る

こ

と

で

、

そ

の

課

税

期

間

か

ら

一

般

課

税

（

本

則

課

税

）

に

よ

り

申

告

が

で

き

る

特

例

が

設

け

ら

れ

る

と

説

明

し

て

い

る

。

　

ま

た

、

飲

食

料

品

の

譲

渡

と

そ

れ

以

外

の

事

業

を

行

っ

て

い

る

事

業

者

で

、

簡

易

課

税

制

度

の

適

用

を

受

け

て

い

る

者

が

、

消

費

税

率

引

下

げ

に

伴

い

簡

易

課

税

制

度

の

計

算

方

法

に

つ

い

て

の

特

例

に

つ

い

て

質

問

し

て

い

る

項

目

で

は

、

今

回

の

特

例

は

、

飲

食

料

品

の

譲

渡

を

行

う

事

業

者

が

簡

易

課

税

制

度

を

適

用

し

て

申

告

を

行

う

場

合

、

業

種

区

分

に

か

か

わ

ら

ず

、

飲

食

料

品

の

譲

渡

（

１

％

対

象

）

に

係

る

売

上

税

額

と

同

額

の

仕

入

税

額

を

計

上

す

る

こ

と

と

さ

れ

、

こ

の

場

合

、

そ

の

他

の

売

上

税

額

に

み

な

し

仕

入

率

を

乗

じ

た

額

と

の

合

計

額

を

仕

入

税

額

控

除

す

る

こ

と

と

し

て

い

る

、

な

ど

を

解

説

し

て

い

る

。

　

さ

ら

に

、

総

額

表

示

の

特

例

に

つ

い

て

は

、

事

業

者

が

９

年

４

月

１

日

か

ら

同

年

５

月

�

日

ま

で

の

間

お

よ

び

�

年

２

月

１

日

か

ら

同

年

３

月

�

日

ま

で

の

間

に

行

う

飲

食

料

品

の

譲

渡

に

係

る

商

品

の

価

格

表

示

に

つ

い

て

、

総

額

表

示

義

務

に

直

ち

に

対

応

す

る

こ

と

が

困

難

な

事

情

が

あ

る

場

合

に

は

、

誤

認

防

止

措

置

を

講

じ

て

い

る

場

合

に

限

り

、

税

率

８

％

に

よ

る

税

込

価

格

を

表

示

す

る

こ

と

が

で

き

る

と

し

て

い

る

。

　

こ

の

「

困

難

な

事

情

」

に

つ

い

て

Ｑ

＆

Ａ

で

は

、

例

え

ば

、

「

夜

間

の

値

札

の

貼

り

替

え

作

業

に

対

応

で

き

な

い

」

、

「

カ

タ

ロ

グ

や

商

品

パ

ッ

ケ

ー

ジ

自

体

に

価

格

が

印

字

さ

れ

て

い

る

」

等

の

理

由

か

ら

、

税

率

変

更

時

に

適

切

な

税

率

で

の

総

額

表

示

が

間

に

合

わ

な

い

場

合

が

該

当

す

る

な

ど

と

例

示

し

て

い

る

。

　

同

サ

イ

ト

に

は

そ

の

他

、

概

要

説

明

の

パ

ン

フ

レ

ッ

ト

等

、

動

画

な

ど

も

掲

載

さ

れ

て

い

る

。

　

国

税

庁

は

�

日

、

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

に

関

す

る

有

識

者

会

議

（

座

長

＝

佐

藤

英

明

慶

応

大

学

大

学

院

教

授

）

の

第

６

回

会

合

を

開

催

し

た

。

同

庁

が

前

回

会

合

で

提

示

し

た

残

余

利

益

方

式

を

採

用

す

る

場

合

の

個

別

論

点

な

ど

を

示

し

、

こ

れ

に

沿

っ

て

議

論

が

行

わ

れ

た

。

　

同

庁

が

一

般

の

評

価

会

社

の

単

一

評

価

方

式

と

し

て

導

入

を

想

定

す

る

残

余

利

益

方

式

の

個

別

論

点

（

検

討

事

項

）

と

し

て

は

、

①

使

用

す

る

帳

簿

等

を

ど

う

す

る

か

、

②

残

余

利

益

の

加

算

期

間

・

時

価

と

し

て

の

妥

当

性

、

③

多

額

の

含

み

損

資

産

が

あ

る

場

合

の

減

損

、

④

利

益

操

作

（

オ

ペ

レ

ー

テ

ィ

ン

グ

リ

ー

ス

）

へ

の

対

応

、

⑤

利

益

操

作

（

役

員

報

酬

・

役

員

退

職

金

等

）

へ

の

対

応

、

⑥

子

会

社

株

式

を

有

す

る

場

合

の

修

正

範

囲

、

⑦

従

業

員

持

株

会

を

有

す

る

場

合

の

持

株

会

株

式

の

評

価

方

法

、

⑧

純

資

産

価

額

方

式

の

選

択

適

用

（

実

質

の

頭

打

ち

）

が

挙

げ

ら

れ

た

。

　

こ

の

う

ち

、

①

で

は

、

す

べ

て

の

企

業

が

一

定

の

統

一

基

準

で

作

成

を

す

る

法

人

税

法

に

基

づ

く

会

計

帳

簿

（

法

人

税

申

告

書

）

に

基

づ

き

、

将

来

の

利

益

予

測

を

す

る

こ

と

を

提

案

。

ま

た

、

②

で

は

、

予

測

利

益

の

加

算

期

間

を

５

年

程

度

と

し

、

課

税

期

間

前

５

年

の

法

人

の

正

常

利

益

か

ら

算

出

し

て

は

ど

う

か

と

し

て

い

る

。

こ

の

ほ

か

、

特

定

の

評

価

会

社

の

個

別

論

点

も

示

し

た

。

　

�

月

に

開

催

予

定

の

次

回

会

合

で

は

、

純

資

産

価

額

方

式

と

配

当

還

元

方

式

の

個

別

論

点

や

、

残

余

利

益

方

式

の

計

算

式

で

用

い

る

還

元

率

（

株

主

が

通

常

期

待

す

る

収

益

率

）

と

評

価

の

安

全

性

等

に

配

慮

し

て

設

定

す

る

し

ん

し

ゃ

く

率

に

つ

い

て

議

論

す

る

予

定

。

令

和

　

年

　

月

　

日
８ ９ �

第３７１５号
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「

中

間

と

り

ま

と

め

」

（

令

和

８

年

７

月

�

日

社

会

保

障

国

民

会

議

）

及

び

「

『

給

付

付

き

税

額

控

除

』

の

制

度

導

入

の

基

本

方

針

」

（

令

和

８

年

８

月

５

日

閣

議

決

定

）

に

基

づ

き

、

中

低

所

得

の

現

役

勤

労

者

に

着

目

し

て

、

そ

の

負

担

軽

減

を

通

じ

て

、

所

得

に

応

じ

て

、

こ

れ

ま

で

よ

り

も

一

層

手

取

り

が

増

え

る

よ

う

に

す

る

と

と

も

に

、

い

わ

ゆ

る

「

年

収

の

壁

」

な

ど

に

よ

る

「

働

き

控

え

」

を

緩

和

す

る

こ

と

を

通

じ

た

就

労

促

進

を

図

る

た

め

、

こ

れ

ま

で

に

な

い

「

所

得

に

応

じ

た

き

め

細

か

な

給

付

」

を

行

う

新

た

な

制

度

と

し

て

、

就

業

者

負

担

軽

減

支

援

金

（

以

下

「

支

援

金

」

と

い

う

。

）

を

導

入

す

る

。

そ

の

際

、

令

和

�

年

度

の

本

格

導

入

ま

で

の

「

つ

な

ぎ

」

と

し

て

、

ま

ず

は

、

来

年

４

月

か

ら

、

２

年

間

に

限

っ

た

飲

食

料

品

に

係

る

消

費

税

率

の

臨

時

的

な

引

下

げ

と

飲

食

料

品

に

係

る

消

費

税

１

％

相

当

分

の

範

囲

で

実

施

す

る

支

援

金

制

度

を

組

み

合

わ

せ

て

行

い

、

そ

の

後

の

支

援

金

制

度

の

本

格

導

入

に

円

滑

に

接

続

し

て

い

く

こ

と

と

す

る

。

　

支

援

金

制

度

は

、

本

格

的

な

「

給

付

付

き

税

額

控

除

」

を

導

入

す

る

第

一

歩

で

あ

り

、

制

度

の

将

来

像

に

つ

い

て

は

、

継

続

し

て

検

討

を

行

う

。

　

こ

う

し

た

考

え

方

の

下

で

、

必

要

な

法

制

上

の

措

置

等

を

可

及

的

速

や

か

に

講

ず

る

た

め

、

「

飲

食

料

品

消

費

税

率

の

臨

時

的

な

引

下

げ

及

び

就

業

者

負

担

軽

減

支

援

金

の

導

入

に

関

す

る

大

綱

」

を

以

下

の

と

お

り

、

定

め

る

こ

と

と

す

る

。

　

第

一

　

目

的

　

租

税

及

び

社

会

保

険

料

に

よ

る

負

担

の

軽

減

の

た

め

、

飲

食

料

品

に

係

る

消

費

税

率

に

つ

い

て

、

現

下

の

物

価

の

上

昇

に

鑑

み

臨

時

的

に

２

年

間

に

限

り

引

き

下

げ

る

と

と

も

に

、

中

低

所

得

の

就

業

者

の

可

処

分

所

得

の

増

大

並

び

に

就

業

の

促

進

及

び

就

業

時

間

の

抑

制

の

緩

和

（

以

下

「

就

業

の

促

進

等

」

と

い

う

。

）

を

図

る

必

要

性

に

鑑

み

、

当

該

就

業

者

が

負

担

す

る

租

税

及

び

社

会

保

険

料

並

び

に

当

該

就

業

者

が

受

け

る

社

会

保

障

に

係

る

現

金

給

付

の

状

況

を

一

体

的

に

捉

え

る

観

点

か

ら

、

租

税

及

び

社

会

保

険

料

の

合

計

額

か

ら

現

金

給

付

の

合

計

額

を

控

除

し

た

額

の

収

入

の

額

に

対

す

る

割

合

（

以

下

「

純

負

担

率

」

と

い

う

。

）

を

踏

ま

え

、

所

得

の

額

等

に

応

じ

た

支

援

金

を

支

給

す

る

こ

と

に

よ

り

、

働

く

こ

と

に

よ

り

生

活

の

向

上

を

実

感

で

き

る

社

会

の

形

成

に

寄

与

す

る

こ

と

を

目

的

と

す

る

。

　

第

二

　

令

和

９

年

度

及

び

令

和

�

年

度

の

飲

食

料

品

に

係

る

消

費

税

率

の

臨

時

的

な

引

下

げ

　

一

　

飲

食

料

品

に

係

る

消

費

税

率

の

特

例

　

１

　

現

下

の

物

価

の

上

昇

に

鑑

み

、

令

和

９

年

４

月

１

日

か

ら

令

和

�

年

３

月

�

日

ま

で

の

間

に

事

業

者

が

国

内

に

お

い

て

行

う

飲

食

料

品

（

現

行

の

軽

減

税

率

の

適

用

対

象

と

な

っ

て

い

る

飲

食

料

品

を

い

う

。

以

下

同

じ

。

）

の

譲

渡

（

以

下

「

特

例

対

象

課

税

資

産

の

譲

渡

」

と

い

う

。

）

及

び

保

税

地

域

か

ら

引

き

取

ら

れ

る

飲

食

料

品

（

以

下

「

特

例

対

象

課

税

貨

物

」

と

い

う

。

）

に

つ

い

て

、

消

費

税

の

税

率

を

０

・

�

％

と

す

る

特

例

を

創

設

す

る

（

地

方

消

費

税

率

と

合

わ

せ

て

１

％

。

以

下

「

特

例

税

率

」

と

い

う

。

）

。

（

注

１

）

軽

減

税

率

の

適

用

対

象

で

あ

る

飲

食

料

品

の

範

囲

及

び

軽

減

税

率

が

適

用

さ

れ

る

飲

食

料

品

以

外

の

品

目

（

週

２

回

以

上

発

行

さ

れ

る

新

聞

の

定

期

講

読

分

）

に

係

る

消

費

税

率

に

つ

い

て

は

、

現

行

制

度

を

維

持

す

る

。

（

注

２

）

上

記

の

特

例

対

象

課

税

資

産

の

譲

渡

を

行

い

、

又

は

特

例

対

象

課

税

資

産

の

譲

渡

を

受

け

た

場

合

に

お

け

る

適

格

請

求

書

、

仕

入

明

細

書

そ

の

他

の

書

類

の

「

適

用

税

率

」

の

欄

に

は

特

例

税

率

を

、

「

消

費

税

額

等

」

の

欄

に

は

特

例

税

率

に

基

づ

く

消

費

税

額

等

の

額

を

そ

れ

ぞ

れ

記

載

す

る

も

の

と

す

る

。

（

注

３

）

上

記

の

特

例

対

象

課

税

資

産

の

譲

渡

に

つ

い

て

の

売

上

げ

に

係

る

対

価

の

返

還

等

、

貸

倒

れ

、

仕

入

れ

に

係

る

対

価

の

返

還

等

が

あ

っ

た

場

合

等

に

つ

い

て

は

、

特

例

税

率

に

基

づ

き

計

算

す

る

。

　

２

　

次

に

掲

げ

る

定

期

供

給

契

約

及

び

通

信

販

売

に

よ

る

飲

食

料

品

の

譲

渡

に

つ

い

て

は

、

特

例

税

率

を

反

映

し

た

契

約

変

更

等

が

困

難

な

事

例

が

生

じ

る

こ

と

等

が

想

定

さ

れ

る

。

　

こ

れ

を

踏

ま

え

、

特

例

対

象

課

税

資

産

の

譲

渡

か

ら

除

外

し

て

、

特

例

税

率

を

適

用

し

な

い

こ

と

と

す

る

。

　

⑴

　

令

和

９

年

１

月

１

日

前

に

締

結

し

た

定

期

供

給

契

約

（

不

特

定

か

つ

多

数

の

者

に

定

期

的

に

継

続

し

て

供

給

す

る

契

約

を

い

い

、

特

例

税

率

を

前

提

と

す

る

も

の

を

除

く

。

）

に

基

づ

き

同

年

４

月

１

日

前

に

対

価

の

領

収

を

し

て

い

る

同

日

以

後

に

行

わ

れ

る

飲

食

料

品

の

譲

渡

（

当

該

対

価

を

領

収

し

て

い

る

部

分

に

限

る

。

）

　

⑵

　

通

信

販

売

の

方

法

に

よ

り

令

和

９

年

１

月

１

日

前

に

そ

の

販

売

条

件

の

提

示

（

特

例

税

率

を

前

提

と

す

る

も

の

を

除

く

。

）

が

行

わ

れ

同

年

４

月

１

日

前

に

申

込

み

を

受

け

た

同

日

以

後

に

行

わ

れ

る

飲

食

料

品

の

譲

渡

（

注

）

令

和

９

年

４

月

１

日

前

に

行

わ

れ

た

飲

食

料

品

の

譲

渡

の

う

ち

、

個

人

事

業

者

、

国

、

地

方

公

共

団

体

等

に

係

る

資

産

の

譲

渡

等

の

時

期

の

特

例

に

よ

り

、

同

日

以

後

に

行

わ

れ

た

と

さ

れ

る

も

の

に

つ

い

て

も

、

同

様

と

す

る

。

　

二

　

飲

食

料

品

に

係

る

消

費

税

率

の

特

例

に

関

す

る

所

要

の

措

置

　

１

　

消

費

税

の

納

税

義

務

の

免

除

の

規

定

の

適

用

を

受

け

な

い

旨

の

届

出

等

に

関

す

る

特

例

　

令

和

９

年

４

月

１

日

の

属

す

る

課

税

期

間

が

既

に

開

始

し

て

い

る

事

業

者

や

簡

易

課

税

制

度

の

適

用

を

選

択

し

て

２

年

が

経

過

し

て

い

な

い

事

業

者

は

、

飲

食

料

品

に

係

る

消

費

税

率

の

臨

時

的

な

引

下

げ

を

受

け

て

、

本

則

課

税

に

移

行

し

、

還

付

申

告

を

行

う

必

要

が

あ

っ

て

も

、

現

行

制

度

上

は

当

該

移

行

が

で

き

な

い

こ

と

と

な

る

。

　

こ

れ

を

踏

ま

え

、

課

税

事

業

者

選

択

届

出

書

等

の

提

出

に

つ

い

て

、

次

の

措

置

を

講

ず

る

。

　

⑴

　

飲

食

料

品

の

譲

渡

を

行

う

事

業

者

が

、

令

和

９

年

４

月

１

日

の

属

す

る

課

税

期

間

か

ら

課

税

事

業

者

と

な

る

こ

と

を

選

択

す

る

場

合

に

お

い

て

、

そ

の

課

税

期

間

の

末

日

ま

で

に

課

税

事

業

者

選

択

届

出

書

を

提

出

し

た

と

き

は

、

当

該

課

税

期

間

の

初

日

の

前

日

に

提

出

し

た

も

の

と

み

な

す

。

　

⑵

　

簡

易

課

税

制

度

選

択

届

出

書

を

提

出

し

て

い

る

飲

食

料

品

の

譲

渡

を

行

う

事

業

者

が

、

令

和

９

年

４

月

１

日

の

属

す

る

課

税

期

間

に

つ

い

て

簡

易

課

税

制

度

の

適

用

を

や

め

よ

う

と

す

る

場

合

に

お

い

て

、

そ

の

課

税

期

間

の

末

日

ま

で

に

簡

易

課

税

制

度

選

択

不

適

用

届

出

書

を

提

出

し

た

と

き

は

、

当

該

課

税

期

間

の

初

日

の

前

日

に

提

出

し

た

も

の

と

み

な

す

ほ

か

、

簡

易

課

税

制

度

を

選

択

し

た

場

合

の

２

年

間

の

継

続

適

用

要

件

（

簡

易

課

税

制

度

に

関

す

る

い

わ

ゆ

る

２

年

縛

り

）

は

適

用

し

な

い

こ

と

と

す

る

。

　

２

　

飲

食

料

品

の

譲

渡

に

係

る

簡

易

課

税

制

度

の

特

例

　

簡

易

課

税

制

度

の

適

用

を

受

け

る

事

業

者

に

お

い

て

は

、

飲

食

料

品

に

係

る

消

費

税

率

の

臨

時

的

な

引

下

げ

の

後

も

、

現

行

制

度

上

は

飲

食

料

品

の

譲

渡

に

つ

い

て

一

定

の

納

付

税

額

が

発

生

す

る

一

方

、

仮

に

本

則

課

税

を

適

用

し

て

い

れ

ば

納

付

税

額

が

発

生

し

な

い

場

合

が

多

い

と

見

込

ま

れ

る

。

　

こ

れ

を

踏

ま

え

、

簡

易

課

税

制

度

に

お

い

て

可

能

な

最

大

限

の

対

応

と

し

て

、

簡

易

課

税

制

度

の

適

用

を

受

け

る

事

業

者

が

特

例

対

象

課

税

資

産

の

譲

渡

を

行

っ

た

場

合

に

お

け

る

特

例

対

象

課

税

資

産

の

譲

渡

に

対

応

す

る

仕

入

控

除

税

額

に

つ

い

て

は

、

業

種

区

分

に

か

か

わ

ら

ず

、

当

該

特

例

対

象

課

税

資

産

の

譲

渡

に

係

る

消

費

税

額

（

い

わ

ゆ

る

売

上

税

額

）

と

同

額

と

す

る

特

例

を

設

け

る

。

ま

た

、

適

格

請

求

書

発

行

事

業

者

と

な

る

小

規

模

事

業

者

に

係

る

税

額

控

除

に

関

す

る

経

過

措

置

（

い

わ

ゆ

る

２

割

特

例

・

３

割

特

例

）

の

適

用

を

受

け

る

場

合

に

つ

い

て

も

同

様

と

す

る

。

（

注

）

上

記

特

例

を

適

用

す

る

場

合

に

は

、

特

例

対

象

課

税

資

産

の

譲

渡

以

外

の

課

税

資

産

の

譲

渡

等

（

例

：

軽

減

税

率

の

適

用

対

象

と

な

っ

て

い

る

飲

食

料

品

以

外

の

商

品

の

販

売

）

に

係

る

売

上

税

額

に

基

づ

き

、

現

行

の

簡

易

課

税

制

度

等

を

適

用

す

る

。

　

３

　

消

費

税

の

中

間

申

告

書

の

記

載

事

項

等

の

特

例

　

飲

食

料

品

に

係

る

消

費

税

率

の

臨

時

的

な

引

下

げ

の

影

響

に

よ

り

、

納

付

税

額

が

減

少

す

る

事

業

者

に

お

い

て

は

、

前

年

に

納

付

し

た

消

費

税

額

に

基

づ

き

計

算

す

る

こ

と

と

な

る

中

間

申

告

税

額

が

過

大

と

な

る

こ

と

が

見

込

ま

れ

る

。

　

こ

れ

を

踏

ま

え

、

当

該

事

業

者

の

中

間

申

告

税

額

に

つ

い

て

、

次

の

措

置

を

講

ず

る

。

　

⑴

　

令

和

９

年

４

月

１

日

以

後

に

開

始

す

る

中

間

申

告

対

象

期

間

に

係

る

中

間

申

告

書

に

記

載

す

べ

き

中

間

申

告

税

額

に

つ

い

て

は

、

直

前

の

課

税

期

間

に

お

い

て

行

わ

れ

た

飲

食

料

品

の

譲

渡

及

び

飲

食

料

品

の

譲

渡

に

係

る

課

税

仕

入

れ

並

び

に

保

税

地

域

か

ら

引

き

取

ら

れ

る

飲

食

料

品

に

つ

い

て

特

例

税

率

が

適

用

さ

れ

た

も

の

と

し

た

場

合

の

消

費

税

額

に

基

づ

き

計

算

し

た

中

間

申

告

税

額

（

当

該

中

間

申

告

税

額

が

な

い

場

合

に

は

、

零

。

）

を

記

載

で

き

る

こ

と

と

す

る

。

　

⑵

　

令

和

�

年

４

月

１

日

以

後

に

開

始

す

る

中

間

申

告

対

象

期

間

に

係

る

中

間

申

告

書

に

記

載

す

べ

き

中

間

申

告

税

額

に

つ

い

て

は

、

直

前

の

課

税

期

間

に

お

い

て

行

わ

れ

た

特

例

対

象

課

税

資

産

の

譲

渡

及

び

特

例

対

象

課

税

資

産

の

譲

渡

に

係

る

課

税

仕

入

れ

並

び

に

特

例

対

象

課

税

貨

物

に

つ

い

て

特

例

税

率

が

適

用

さ

れ

な

い

も

の

と

し

た

場

合

の

消

費

税

額

に

基

づ

き

計

算

し

た

中

間

申

告

税

額

（

当

該

中

間

申

告

税

額

が

な

い

場

合

に

は

、

零

。

）

を

記

載

で

き

る

こ

と

と

す

る

。

（

注

１

）

上

記

⑴

の

中

間

申

告

対

象

期

間

に

つ

い

て

は

上

記

２

の

簡

易

課

税

制

度

等

の

特

例

の

適

用

が

あ

る

も

の

と

し

て

、

上

記

⑵

の

中

間

申

告

対

象

期

間

に

つ

い

て

は

当

該

特

例

の

適

用

が

な

い

も

の

と

し

て

、

そ

れ

ぞ

れ

適

用

で

き

る

こ

と

と

す

る

。

（

注

２

）

上

記

の

措

置

を

適

用

す

る

場

合

に

は

、

消

費

税

の

仮

決

算

に

よ

る

中

間

申

告

書

に

、

上

記

の

措

置

に

基

づ

き

計

算

し

た

中

間

申

告

税

額

（

消

費

税

額

及

び

地

方

消

費

税

額

に

区

分

し

た

金

額

を

含

む

。

）

を

記

載

し

て

提

出

す

る

こ

と

と

す

る

。

　

４

　

飲

食

料

品

の

譲

渡

に

係

る

消

費

税

の

総

額

表

示

義

務

の

特

例

　

不

特

定

か

つ

多

数

の

者

に

対

し

て

商

品

の

販

売

等

を

行

う

場

合

の

価

格

の

表

示

に

つ

い

て

は

、

事

前

に

消

費

税

相

当

額

を

含

む

税

込

価

格

（

い

わ

ゆ

る

総

額

）

を

消

費

者

が

一

目

で

分

か

る

よ

う

に

す

る

観

点

か

ら

、

税

込

価

格

を

表

示

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

こ

と

と

さ

れ

て

い

る

。

こ

の

よ

う

な

消

費

者

の

利

便

性

へ

の

配

慮

に

加

え

、

今

般

の

特

例

税

率

の

対

象

が

店

舗

に

お

け

る

価

格

改

定

が

比

較

的

頻

繁

に

な

さ

れ

て

い

る

と

見

込

ま

れ

る

飲

食

料

品

で

あ

る

こ

と

等

を

踏

ま

え

、

例

え

ば

税

抜

価

格

（

い

わ

ゆ

る

本

体

価

格

）

の

み

を

表

示

す

る

方

法

や

税

抜

価

格

に

続

け

て

「

＋

税

」

と

の

み

表

示

す

る

方

法

な

ど

、

税

込

価

格

を

表

示

し

な

い

方

法

は

、

引

き

続

き

認

め

ら

れ

な

い

こ

と

と

す

る

。

一

方

で

、

夜

間

の

値

札

の

貼

替

作

業

に

対

応

で

き

な

い

、

カ

タ

ロ

グ

や

商

品

パ

ッ

ケ

ー

ジ

自

体

に

価

格

が

印

字

さ

れ

て

い

る

等

の

理

由

か

ら

、

税

率

変

更

時

に

適

切

な

税

率

で

の

総

額

表

示

が

間

に

合

わ

な

い

状

況

が

発

生

す

る

可

能

性

も

あ

る

。

　

こ

う

し

た

状

況

を

踏

ま

え

、

総

額

表

示

義

務

に

直

ち

に

対

応

す

る

こ

と

が

困

難

な

事

情

が

あ

る

場

合

に

限

り

、

事

業

者

が

表

示

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

飲

食

料

品

の

税

込

価

格

に

つ

い

て

、

当

該

事

業

者

が

、

そ

の

表

示

す

る

特

例

表

示

価

格

（

次

に

掲

げ

る

期

間

の

区

分

に

応

じ

、

そ

れ

ぞ

れ

次

に

定

め

る

価

格

を

い

う

。

）

が

本

来

表

示

す

べ

き

税

込

価

格

で

あ

る

と

誤

認

さ

れ

な

い

た

め

の

措

置

を

講

じ

て

い

る

場

合

に

は

、

次

に

掲

げ

る

期

間

の

区

分

に

応

じ

、

当

該

特

例

表

示

価

格

を

表

示

す

る

こ

と

が

で

き

る

こ

と

と

す

る

。

　

⑴

　

令

和

９

年

４

月

１

日

か

ら

同

年

５

月

�

（２）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



　

８

月

７

日

付

で

国

税

庁

長

官

に

就

任

し

た

青

木

孝

徳

氏

は

９

月

１

日

、

国

税

庁

潮

見

坂

ク

ラ

ブ

と

の

記

者

会

見

を

行

っ

た

＝

写

真

。

青

木

長

官

は

、

今

月

�

日

に

導

入

さ

れ

る

新

た

な

基

幹

シ

ス

テ

ム

「

Ｋ

Ｓ

Ｋ

２

」

の

事

務

運

営

方

針

や

、

「

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

に

関

す

る

有

識

者

会

議

」

に

対

す

る

期

待

な

ど

に

つ

い

て

語

っ

た

（

詳

細

を

電

子

版

に

掲

載

し

て

お

り

ま

す

）

。

　青木孝徳（あおき・たかのり）氏の略歴　

平成元年大蔵省入省。６年桜井税務署長、�年

大臣官房付兼内閣官房内閣参事官（内閣官

房副長官補付）、令和２年主計局次長、３

年大臣官房審議官（主税局担当）、５年主税

局長を歴任。昭和�年生まれ、愛知県出身。

　

―

―

就

任

の

抱

負

に

つ

い

て

　

�

年

ぶ

り

に

、

国

税

の

職

場

で

働

く

こ

と

を

大

変

光

栄

に

思

い

、

税

務

行

政

を

取

り

巻

く

環

境

が

大

き

く

変

わ

ろ

う

と

し

て

い

る

こ

の

時

期

に

国

税

庁

長

官

を

拝

命

す

る

こ

と

に

な

り

ま

し

て

、

職

責

の

重

大

さ

を

改

め

て

感

じ

て

い

る

と

こ

ろ

で

ご

ざ

い

ま

す

。

　

経

済

社

会

の

グ

ロ

ー

バ

ル

化

や

デ

ジ

タ

ル

化

な

ど

外

部

環

境

の

変

化

に

合

わ

せ

て

、

国

税

組

織

自

身

が

、

果

断

に

業

務

改

革

を

推

進

し

、

変

化

し

て

い

く

こ

と

が

不

可

欠

で

あ

る

と

考

え

て

お

り

ま

し

て

、

こ

う

し

た

変

化

に

的

確

に

対

応

す

る

た

め

の

取

組

み

を

進

め

て

い

ま

す

。

　

具

体

的

に

は

、

「

あ

ら

ゆ

る

税

務

手

続

が

税

務

署

に

行

か

ず

に

で

き

る

社

会

」

と

い

う

税

務

行

政

の

将

来

像

の

下

で

、

引

き

続

き

、

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

の

利

用

環

境

整

備

を

進

め

る

と

と

も

に

、

金

融

機

関

、

官

公

庁

等

と

連

携

し

な

が

ら

、

納

付

手

続

き

を

オ

ン

ラ

イ

ン

で

進

め

る

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

の

利

用

拡

大

を

図

る

な

ど

、

さ

ら

な

る

納

税

者

利

便

の

向

上

に

努

め

て

ま

い

り

ま

す

。

　

な

お

、

本

年

９

月

に

は

、

国

税

庁

の

新

た

な

基

幹

シ

ス

テ

ム

と

し

て

「

Ｋ

Ｓ

Ｋ

２

」

の

導

入

を

予

定

し

て

お

り

ま

す

が

、

そ

の

円

滑

な

導

入

を

図

り

、

課

税

・

徴

収

事

務

の

効

率

化

や

高

度

化

に

も

努

め

、

こ

れ

ら

の

施

策

を

、

全

国

５

万

６

０

０

０

人

の

国

税

職

員

と

力

を

合

わ

せ

て

実

施

し

て

ま

い

り

た

い

と

考

え

て

い

ま

す

。

　

―

―

Ｇ

Ｓ

Ｓ

、

Ｋ

Ｓ

Ｋ

２

導

入

に

よ

る

国

税

当

局

の

内

部

事

務

や

税

務

調

査

の

変

化

に

つ

い

て　

Ｇ

Ｓ

Ｓ

は

、

昨

年

８

月

か

ら

順

次

導

入

を

進

め

ま

し

て

、

本

年

６

月

に

全

国

へ

の

導

入

を

完

了

し

た

と

こ

ろ

で

す

。

ま

た

、

国

税

庁

の

新

た

な

基

幹

シ

ス

テ

ム

と

し

て

「

Ｋ

Ｓ

Ｋ

２

」

の

導

入

を

今

月

�

日

か

ら

予

定

し

て

い

ま

す

。

　

Ｋ

Ｓ

Ｋ

２

導

入

に

よ

り

、

さ

ら

な

る

「

課

税

・

徴

収

事

務

の

効

率

化

・

高

度

化

」

と

「

納

税

者

の

利

便

性

向

上

」

を

目

指

し

て

、

デ

ジ

タ

ル

活

用

を

前

提

と

し

た

効

率

的

な

事

務

運

営

を

推

進

し

て

ま

い

り

た

い

と

考

え

て

お

り

ま

す

。

具

体

的

に

は

、

「

書

面

処

理

か

ら

デ

ー

タ

処

理

へ

の

転

換

」

「

Ａ

Ｉ

や

デ

ー

タ

活

用

の

推

進

」

「

効

率

的

な

調

査

等

に

向

け

た

新

機

能

の

導

入

」

等

に

よ

り

ま

し

て

、

事

務

効

率

化

・

高

度

化

を

図

っ

て

ま

い

り

ま

す

。

　

ま

た

、

Ｇ

Ｓ

Ｓ

・

Ｋ

Ｓ

Ｋ

２

は

、

主

に

職

員

が

業

務

利

用

す

る

シ

ス

テ

ム

で

ご

ざ

い

ま

し

て

、

直

接

は

納

税

者

の

皆

さ

ま

へ

の

影

響

は

多

く

は

ご

ざ

い

ま

せ

ん

が

、

「

税

務

署

か

ら

お

尋

ね

し

た

事

に

対

し

、

書

面

で

は

な

く

Ｗ

ｅ

ｂ

上

か

ら

ご

回

答

が

可

能

と

な

る

こ

と

」

「

税

務

署

か

ら

の

通

知

に

つ

き

ま

し

て

も

、

書

面

で

は

な

く

、

デ

ー

タ

で

受

領

・

閲

覧

で

き

る

範

囲

が

拡

大

す

る

こ

と

」

に

よ

り

、

納

税

者

の

利

便

性

の

向

上

に

も

資

す

る

も

の

と

承

知

し

て

お

り

ま

す

。

　

―

―

税

務

調

査

に

お

け

る

Ａ

Ｉ

の

活

用

状

況

と

今

後

の

取

組

み

に

つ

い

て

　

現

在

、

Ａ

Ｉ

や

デ

ー

タ

分

析

を

最

大

限

に

活

用

し

、

申

告

漏

れ

の

把

握

や

調

査

の

効

率

化

・

高

度

化

に

取

り

組

ん

で

お

り

ま

す

。

　

例

え

ば

、

国

税

庁

が

保

有

し

て

い

る

過

去

の

税

務

調

査

の

事

績

や

申

告

・

決

算

の

情

報

、

法

定

調

書

な

ど

の

デ

ー

タ

を

使

用

し

、

申

告

漏

れ

の

リ

ス

ク

を

ス

コ

ア

化

す

る

予

測

モ

デ

ル

を

構

築

し

て

い

る

と

こ

ろ

で

す

。

　

調

査

で

は

、

こ

う

し

た

予

測

モ

デ

ル

の

判

定

結

果

に

加

え

、

職

員

が

各

種

保

有

資

料

等

を

も

と

に

さ

ら

に

分

析

・

検

討

を

行

い

、

調

査

の

要

否

や

優

先

度

を

最

終

的

に

判

断

す

る

こ

と

と

し

て

い

ま

す

。

そ

の

上

で

、

調

査

の

必

要

性

が

高

い

と

判

断

さ

れ

た

納

税

者

に

対

し

て

は

、

深

度

あ

る

調

査

を

実

施

し

て

い

ま

す

。

　

先

ほ

ど

申

し

上

げ

た

と

お

り

、

９

月

に

は

、

「

Ｋ

Ｓ

Ｋ

２

」

が

導

入

さ

れ

、

利

用

可

能

な

デ

ー

タ

が

増

加

す

る

予

定

で

あ

る

こ

と

か

ら

、

予

測

モ

デ

ル

の

精

度

向

上

に

向

け

て

さ

ら

に

取

組

み

を

進

め

る

と

と

も

に

、

生

成

Ａ

Ｉ

な

ど

の

最

新

技

術

も

活

用

し

て

、

適

正

・

公

平

な

課

税

の

実

現

に

努

め

て

ま

い

り

た

い

と

考

え

て

お

り

ま

す

。

　

―

―

「

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

に

関

す

る

有

識

者

会

議

」

で

、

ど

の

よ

う

な

議

論

を

期

待

し

て

い

る

か

　

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

方

法

に

つ

き

ま

し

て

は

、

国

税

庁

に

お

き

ま

し

て

、

本

年

４

月

か

ら

有

識

者

会

議

を

開

催

し

て

い

る

と

こ

ろ

で

あ

り

、

適

正

な

評

価

制

度

の

あ

り

方

に

つ

い

て

ご

議

論

い

た

だ

い

て

い

る

と

こ

ろ

で

す

。

　

今

回

の

有

識

者

会

議

で

す

が

、

株

式

評

価

に

関

す

る

学

術

研

究

の

進

展

や

実

務

に

お

け

る

企

業

価

値

評

価

の

視

点

等

も

参

考

と

す

る

た

め

、

税

法

だ

け

で

は

な

く

て

、

さ

ま

ざ

ま

な

分

野

の

専

門

家

に

ご

参

加

を

い

た

だ

い

て

い

ま

す

。

私

と

し

ま

し

て

は

、

そ

う

い

っ

た

さ

ま

ざ

ま

な

分

野

の

専

門

家

の

方

々

か

ら

、

幅

広

い

視

点

で

ぜ

ひ

、

充

実

し

た

ご

議

論

を

い

た

だ

く

こ

と

を

期

待

し

て

お

り

ま

す

し

、

私

ど

も

と

し

て

、

で

き

る

限

り

の

サ

ポ

ー

ト

を

し

っ

か

り

し

て

い

き

た

い

と

思

っ

て

お

り

ま

す

の

で

、

充

実

し

た

ご

議

論

を

し

て

い

た

だ

き

た

い

と

思

っ

て

お

り

ま

す

。

日

ま

で

及

び

令

和

�

年

２

月

１

日

か

ら

同

年

３

月

�

日

ま

で

　

軽

減

税

率

（

８

％

）

に

基

づ

く

税

込

価

格

　

⑵

　

令

和

９

年

２

月

１

日

か

ら

同

年

３

月

�

日

ま

で

及

び

令

和

�

年

４

月

１

日

か

ら

同

年

５

月

�

日

ま

で

　

特

例

税

率

（

１

％

）

に

基

づ

く

税

込

価

格

　

５

　

令

和

９

年

度

及

び

令

和

�

年

度

の

飲

食

料

品

に

係

る

消

費

税

率

の

臨

時

的

な

引

下

げ

に

よ

る

地

方

消

費

税

の

減

収

額

は

、

全

額

を

地

方

特

例

交

付

金

に

よ

り

補

塡

す

る

と

と

も

に

、

各

年

度

に

お

い

て

必

要

な

地

方

交

付

税

総

額

を

適

切

に

確

保

す

る

。

　

６

　

そ

の

他

所

要

の

措

置

を

講

ず

る

。

（

注

）

令

和

９

年

度

及

び

令

和

�

年

度

の

飲

食

料

品

に

係

る

消

費

税

率

の

臨

時

的

な

引

下

げ

を

円

滑

に

実

施

す

る

た

め

、

関

係

府

省

庁

は

直

ち

に

必

要

な

準

備

作

業

に

着

手

す

る

こ

と

と

す

る

。

具

体

的

に

は

、

飲

食

料

品

を

製

造

・

流

通

・

販

売

し

て

い

る

事

業

者

や

そ

れ

ら

に

関

連

す

る

シ

ス

テ

ム

メ

ー

カ

ー

等

が

早

期

に

準

備

に

着

手

で

き

る

よ

う

、

関

係

府

省

庁

は

、

制

度

の

詳

細

に

つ

い

て

で

き

る

限

り

早

急

に

公

表

し

て

広

報

活

動

を

開

始

す

る

と

と

も

に

、

国

民

や

地

方

自

治

体

へ

の

丁

寧

な

周

知

広

報

を

行

う

こ

と

と

す

る

。

ま

た

、

消

費

税

率

の

臨

時

的

な

引

下

げ

の

円

滑

な

実

施

に

向

け

た

ス

マ

ー

ト

レ

ジ

シ

ス

テ

ム

へ

の

移

行

や

レ

ジ

シ

ス

テ

ム

の

改

修

を

行

う

中

小

企

業

等

に

対

す

る

支

援

を

行

う

と

と

も

に

、

緊

急

時

に

お

け

る

消

費

税

率

の

変

更

に

柔

軟

に

対

応

で

き

る

シ

ス

テ

ム

の

普

及

促

進

を

図

る

。

　

三

　

飲

食

料

品

に

係

る

消

費

税

率

の

臨

時

的

な

引

下

げ

に

係

る

農

林

漁

業

者

等

へ

の

対

応

　

１

　

飲

食

料

品

に

係

る

消

費

税

率

の

臨

時

的

な

引

下

げ

の

影

響

を

受

け

る

農

林

漁

業

者

に

つ

い

て

は

、

消

費

税

率

の

引

下

げ

に

よ

る

売

上

税

額

の

減

少

等

に

対

応

し

て

、

利

子

負

担

を

考

慮

し

つ

つ

、

資

金

繰

り

へ

の

支

援

を

行

う

。

特

に

本

則

課

税

に

移

行

す

る

こ

と

が

困

難

な

簡

易

課

税

事

業

者

・

免

税

事

業

者

で

あ

る

農

林

漁

業

者

に

つ

い

て

は

、

第

一

次

産

品

の

生

産

・

販

売

を

担

う

特

殊

性

に

鑑

み

、

売

上

げ

か

ら

回

収

で

き

な

い

仕

入

税

額

が

大

き

く

な

る

こ

と

で

経

営

継

続

が

困

難

と

な

ら

な

い

よ

う

、

個

別

の

売

上

高

を

踏

ま

え

た

金

額

を

給

付

す

る

仕

組

み

を

導

入

す

る

こ

と

と

し

、

現

場

の

納

得

感

の

あ

る

対

応

に

万

全

を

期

す

。

　

２

　

食

品

事

業

者

、

外

食

事

業

者

に

つ

い

て

は

、

消

費

税

率

の

引

下

げ

が

経

営

に

及

ぼ

す

影

響

を

踏

ま

え

て

、

資

金

繰

り

支

援

、

生

産

性

向

上

に

向

け

た

省

力

化

等

の

取

組

の

支

援

等

を

行

う

。

特

に

、

外

食

事

業

者

に

つ

い

て

は

、

テ

イ

ク

ア

ウ

ト

等

の

多

角

化

の

支

援

を

講

ず

る

な

ど

、

外

食

と

中

食

・

内

食

の

税

率

差

に

よ

る

影

響

の

及

ぶ

業

態

な

ど

を

見

極

め

た

上

で

、

的

確

な

支

援

を

講

ず

る

。

　

３

　

簡

易

課

税

事

業

者

・

免

税

事

業

者

で

あ

る

農

林

漁

業

者

、

食

品

事

業

者

、

外

食

事

業

者

が

本

則

課

税

事

業

者

に

移

行

す

る

際

の

相

談

対

応

や

、

税

理

士

費

用

等

の

経

費

に

対

す

る

支

援

を

行

う

。

　

４

　

こ

れ

ら

に

つ

い

て

、

関

係

府

省

庁

が

連

携

し

、

事

業

者

の

実

情

を

確

認

し

つ

つ

、

予

算

編

成

過

程

に

お

い

て

支

援

内

容

を

具

体

化

す

る

。

（３） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



（注１）　北田泰隆編著『法人税基本通達逐条解説〔十二訂版〕』１０４３

頁（税務研究会出版局、令和８年）

（注２）　国審平成�年１月�日においては、土地が１年以上にわたり遊

休状態にあるという事実は認められたものの、土地の価額が帳簿価額

を下回ることとなった原因は、遊休状態にあることではなく、一般的

な土地相場の下落によるものであったことから、評価損の計上は認め

られないものとされた。

（注３）　法人税基本通達７－８－２⑶ハ、９－１－１⑴、平成�年６月�日

　課法２－５「平成�年熊本地震に関する諸費用の法人税の取扱いについて」２

　※　ＴＮＲ：全国事業再生・事業承継税理士ネットワーク

　熊本の地震や各地の豪雨により、取引先等が被災していることが予

想され、取引先や企業の事業所周辺の被災者に支援をすることが考え

られる。そこで、災害の場合の取引先に対する債務免除等や被災者に

対する自社製品等の提供に関する取扱い等、災害に関連する取扱いを

確認する。

⑴ 売掛金等の免除

　取引先に対して売掛金等の免除をした場合、その免除に合理的な理

由が認められない場合には寄附したものとして取り扱われる。

　しかしながら、取引先が被災したといった事情があり、その取引先

が復旧過程において、復旧支援を目的に売掛金等の免除をする場合に

は、単なる寄附というよりも、復旧支援することにより、その法人が

受ける事業上の損失を回避するためのものとみることもできる。

　このような考えから、被災した取引先に対する売掛金等の免除につ

いては、寄附金や交際費等に該当しないこととされている（法基通９

－４－６の２、措通�の４⑴－�の２）。

⑵ 自社製品等の提供

　法人が自社の製品等を多数の被災者に提供する場合には、被災者を

支援するという目的があると考えられるが、その経済的効果をみると、

広告宣伝費に準ずるものとみることもできるため、その経済的効果に

着目して、寄附金や交際費等に該当しないこととされている（法基通

９－４－６の４、措通�の４⑴－�の４）。

　なお、自社製品等の提供については、物品の提供に限定されている

わけではなく、その法人の業務サービスの提供である場合の役務提供、

法人の社宅や研修所等を緊急避難的に被災者に提供した場合も含むも

のとされている（注１）。

　具体例としては、全国展開しているホテル業を営む法人が、その地

域に住む被災した人達のために客室を提供すること等が考えられる。

⑴ 被災した土地に対する評価損の計上

　固定資産については、法人税法上、評価換えをして帳簿価額を減額

した場合には、その減額した部分の金額は、原則として損金の額に算

入できないこととされている（法法�①）。ただし、「①災害により

著しく損傷したこと」、「②１年以上にわたり遊休状態にあること」、

「③その本来の用途に使用することができないため他の用途に使用さ

れたこと」、「④所在する場所の状況が著しく変化したこと」等の事

実が生じた場合において、損金経理をすることによりその帳簿価額を

減額したときは、その評価損の額を損金の額に算入することができる

こととされている（法法�②、法令�①三）。

　もっとも、これらの評価損の計上事由が生じたことのみをもって評

価損の計上が認められるものではなく、当該事由が生じたことにより

固定資産の価額がその帳簿価額を下回ることとなったこと、すなわち、

評価損の計上事由と固定資産の価額の下落との間に因果関係があるこ

とが必要となる（法令�①かっこ書）（注２）　。

　なお、評価損を計上する場合の時価は、固定資産が使用収益される

ものとしてその時において譲渡される場合に通常付される価額とされ

ている（法基通９－１－３）。

　また、固定資産について、評価損の計上を前提とした取扱いがあり

（注３）、評価損を計上することが実務上も想定されていることが窺

える。

　したがって、今般の熊本の地震や各地の豪雨による被害により、土地

に地割れ、地盤沈下、地盤の液状化、崖崩れ、土砂の流入、浸水等が生じ

た場合には、「①災害により著しく損傷したこと」又は「④所在する

場所の状況が著しく変化したこと」に該当し、その結果として土地の

時価が下落した場合には、評価換え直前の帳簿価額と時価との差額に

達するまでの金額を評価損に計上することができると考えられる。

⑵ 災害損失欠損金額の繰戻還付請求

　震災、風水害、火災その他一定の災害が生じた場合には、通常の場

合の青色欠損金額の繰戻還付請求とは異なる災害損失欠損金額の繰戻

還付請求の制度がある。本制度の対象となる災害損失欠損金額は、災

害のあった日以後１年以内に終了する事業年度又は同日以後６月以内

に終了する中間期間（事業年度開始の日以後６月の期間をいう。）に

おいて生じた欠損金額のうち、災害により棚卸資産、固定資産又は他

の者の有する固定資産を利用するために支出された繰延資産について

生じた一定の損失の額に達するまでの金額であり、青色欠損金額に限

定されない（法法�⑤、法令１５５の２③）。

　内国法人は、災害損失欠損金額が生じた事業年度又は中間期間（以

下、「欠損事業年度」という。）に係る確定申告書又は仮決算の中間

申告書の提出と同時に、納税地の所轄税務署長に対し、欠損事業年度

開始の日前１年（欠損事業年度に係る確定申告書又は仮決算の中間申

告書が青色申告書である場合には、前２年）以内に開始したいずれか

の事業年度の所得に対する法人税の額に、そのいずれかの事業年度（以

下、「還付所得事業年度」という。）の所得の金額のうちに占める欠損

事業年度の災害損失欠損金額に相当する金額の割合を乗じて計算した

金額に相当する法人税の還付を請求することができる（法法�①⑤）。

　通常の場合の青色欠損金額の繰戻還付請求と本制度の主な相違点

は、次のとおりであり、本制度は、災害という非常時・窮境時におい

て広範にその適用が認められる。

①　青色欠損金額の繰戻還付請求は、中小法人等以外の法人について

現在適用凍結中であるが、本制度は、中小法人等以外の法人であっ

ても適用が認められる（措法�の�①）。

②　青色欠損金額の繰戻還付請求は、確定申告時に行うが、本制度は、

中間申告時にも行うことが可能である。

③　青色欠損金額の繰戻還付請求の還付所得事業年度は、欠損事業年

度開始の日前１年以内に開始した事業年度であり、本制度の還付所

得事業年度も原則として同様であるが、青色申告の場合に限り欠損

事業年度開始の日前２年以内に開始した事業年度となる。

（４）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



【グループ税制における寄附金の取扱い】

　前回までは、子会社等に対する整理・再建のための経済的利益

が寄附金に該当するかどうかについて説明してきました。

　ただし、寄附金については、平成�年度の税制改正よるグルー

プ税制により、法人による完全支配関係のある法人間の寄附につ

いては、寄附者側においては損金不算入とされ（法法�②）、受

贈者側においては益金不算入とされました（法法�の２）。

（１００％子会社の整理・再建）

　グループ税制の導入前は、経営不振の１００％子会社が多額の債

務を有している場合に、この多額の債務を１００％親会社が肩代わ

りして返済したときには、前回までに説明した「相当の理由」が

なければ、子会社は受贈益を計上し、親会社は寄附金として損金

算入限度額の計算をしてきたところです。

　このことが、グループ税制の導入により、子会社は受贈益を益

金の額に算入する必要はなくなり、受贈益に対する課税を受ける

ことがなくなりました。

　また、親会社の立場から見れば、子会社に対する寄附金を損金

算入することはできないものの、資金面に余裕のある親会社であ

る場合には、グループ税制の適用がない場合のように、子会社は

益金算入を求められる一方で、親会社は損金算入限度額を超える

寄附金が損金不算入となるといったダブルパンチを受けることが

ありません。

　したがって、１００％子会社の場合には、前回までに説明した「相

当の理由」がない場合であっても、その子会社の整理・再建を進

めやすくなったともいえます。

（グループ税制と相当の理由との関係）

　「子会社等を整理する場合の損失負担等（基通９－４－１）」

及び「子会社等を再建する場合の無利息貸付け等（基通９－４－

２）」にいう「相当の理由」は、合理性のある整理・再建計画を策

定すれば、出資関係が１００％であっても存在することになります。

　そして、「相当の理由」がある場合には、これらの通達にいう

経済的利益の供与は、寄附金に該当せず、損金の額に算入するこ

ととなります。このことは、グループ税制の導入前後によって変

わることではありません。

　結果として、１００％子会社の整理・再建のための親会社による

経済的利益の供与を行う場合において、「相当の理由」がないと

きには、グループ税制の適用を受け、「相当の理由」があるとき

には上記の通達による取扱いの対象となるということであり、子

会社の整理・再建の際にはいずれの方法により実施するかを選択

して処理を進めることができるともいえます。

【最後に】

　連載の最初にも申し上げましたが、倒産件数が年々増加してい

るなどあまり芳しくない経済状況となっていますので、今回の連

載が皆さんの「もしかの場合」への備えとして、不良債権に係る

税務上の取扱いの再確認に少しでも役立てば幸いです。（おわり）
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（５） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　
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す

る

役

員

等

が

法

人

の

財

産

を

散

逸

さ

せ

て

納

税

義

務

を

免

れ

る

行

為

を

未

然

に

防

止

す

る

観

点

か

ら

偽

り

そ

の

他

不

正

の

行

為

に

よ

り

国

税

を

免

れ

た

株

式

会

社

の

役

員

等

の

第

二

次

納

税

義

務

が

創

設

さ

れ

た

こ

と

等

に

伴

う

改

正

（

令

和

６

年

�

月

）

、

ま

た

、

事

業

性

融

資

の

推

進

等

に

関

す

る

法

律

の

制

定

に

よ

り

、

無

形

資

産

を

含

む

事

業

全

体

を

担

保

と

す

る

制

度

と

し

て

企

業

価

値

担

保

権

が

創

設

さ

れ

た

こ

と

等

に

伴

う

改

正

（

令

和

８

年

５

月

）

な

ど

を

盛

り

込

む

。

　

前

回

版

（

令

和

６

年

２

月

刊

）

刊

行

後

に

行

わ

れ

た

国

税

の

徴

収

に

関

す

る

税

制

改

正

を

踏

ま

え

、

国

税

徴

収

法

基

本

通

達

に

係

る

改

正

を

織

り

込

み

、

実

務

に

役

立

つ

最

新

の

逐

条

解

説

と

な

っ

て

い

る

。

　

Ａ

５

判

、

１

３

９

６

ペ

ー

ジ

。

定

価

６

１

６

０

円

（

税

込

み

）

。

　

お

申

し

込

み

は

、

（

一

財

）

大

蔵

財

務

協

会

販

売

局

（

℡

�

―

３

８

２

９

―

４

１

４

１

、

�

�

―

３

８

２

９

―

４

０

０

１

）

。

　

役

務

の

内

容

等

の

記

載

は

な

い

が

、

そ

れ

ら

の

内

容

は

請

求

書

な

ど

で

把

握

で

き

る

と

し

て

仕

入

税

額

控

除

が

適

用

で

き

る

と

主

張

も

、

そ

れ

を

認

め

な

か

っ

た

事

例

。

　

請

求

人

が

、

日

用

品

雑

貨

等

の

仕

入

れ

に

つ

い

て

仕

入

税

額

控

除

を

適

用

し

て

消

費

税

等

の

申

告

を

し

た

と

こ

ろ

、

原

処

分

庁

が

、

請

求

人

の

総

勘

定

元

帳

等

に

課

税

仕

入

れ

に

係

る

資

産

又

は

役

務

の

内

容

が

記

載

さ

れ

て

い

な

い

こ

と

な

ど

か

ら

、

仕

入

税

額

控

除

を

適

用

す

る

こ

と

は

で

き

な

い

と

し

て

消

費

税

等

の

更

正

処

分

等

を

行

っ

た

の

に

対

し

、

請

求

人

が

原

処

分

の

取

消

し

を

求

め

た

事

案

で

、

国

税

不

服

審

判

所

は

請

求

人

の

主

張

を

退

け

る

判

断

を

し

た

（

令

和

７

年

９

月

１

日

付

、

非

公

開

裁

決

）

。

事

案

の

概

要

　

請

求

人

は

、

日

用

品

雑

貨

、

衣

料

品

お

よ

び

ア

ク

セ

サ

リ

ー

の

販

売

な

ど

を

目

的

と

し

て

設

立

さ

れ

た

法

人

で

あ

り

、

設

立

以

来

、

本

件

代

表

者

が

代

表

取

締

役

を

務

め

て

い

た

。

　

請

求

人

は

、

令

和

３

年

３

月

�

日

に

、

「

消

費

税

課

税

事

業

者

選

択

届

出

書

」

を

当

局

に

提

出

し

た

。

　

請

求

人

は

、

本

件

各

課

税

期

間

に

お

い

て

、

本

件

５

社

か

ら

商

品

を

仕

入

れ

た

と

し

て

、

本

件

各

課

税

期

間

に

係

る

本

件

各

総

勘

定

元

帳

の

「

仕

入

高

」

勘

定

に

、

本

件

各

仕

入

れ

に

つ

い

て

記

載

し

た

。

　

請

求

人

は

、

本

件

５

社

の

名

義

で

発

行

さ

れ

た

本

件

各

仕

入

れ

に

係

る

本

件

各

請

求

書

を

保

存

し

て

い

る

。

　

ま

た

、

一

定

の

仕

入

れ

に

つ

い

て

は

、

そ

れ

ぞ

れ

領

収

証

（

本

件

各

請

求

書

と

併

せ

て

本

件

各

請

求

書

等

）

も

保

存

し

て

い

た

。

　

原

処

分

庁

は

、

請

求

人

に

対

す

る

本

件

各

課

税

期

間

の

消

費

税

等

に

係

る

調

査

に

基

づ

き

、

本

件

各

仕

入

れ

に

係

る

消

費

税

額

に

つ

い

て

、

消

費

税

法

第

�

条

第

７

項

に

規

定

す

る

法

定

帳

簿

お

よ

び

法

定

請

求

書

等

が

保

存

さ

れ

て

い

な

い

こ

と

か

ら

、

本

件

各

課

税

期

間

に

お

い

て

仕

入

税

額

控

除

が

適

用

さ

れ

な

い

と

し

て

、

６

年

７

月

２

日

付

で

、

本

件

各

更

正

処

分

な

ど

を

し

た

。

　

争

点

は

、

本

件

各

仕

入

れ

に

係

る

消

費

税

額

に

つ

い

て

、

仕

入

税

額

控

除

を

適

用

で

き

る

か

否

か

。

請

求

人

の

主

張

　

①

総

勘

定

元

帳

（

本

件

各

総

勘

定

元

帳

）

に

記

載

さ

れ

た

仕

入

取

引

（

本

件

各

仕

入

れ

）

に

係

る

各

仕

入

先

が

真

実

の

仕

入

先

で

あ

る

。

　

②

本

件

各

総

勘

定

元

帳

に

は

本

件

各

仕

入

れ

に

係

る

資

産

又

は

役

務

の

内

容

の

記

載

は

な

い

も

の

の

、

そ

れ

ら

の

内

容

は

請

求

書

な

ど

で

把

握

で

き

る

。

　

し

た

が

っ

て

、

消

費

税

法

第

�

条

（

平

成

�

年

法

律

第

�

号

に

よ

る

改

正

前

の

も

の

）

《

仕

入

れ

に

係

る

消

費

税

額

の

控

除

》

第

７

項

に

規

定

す

る

要

件

を

満

た

し

、

仕

入

税

額

控

除

を

適

用

で

き

る

。

審

判

所

の

判

断

法

令

解

釈

　

消

費

税

法

第

�

条

第

７

項

は

、

法

定

帳

簿

及

び

法

定

請

求

書

等

が

税

務

職

員

の

検

査

の

対

象

と

な

り

得

る

こ

と

を

前

提

に

し

て

規

定

し

て

お

り

、

事

業

者

が

法

定

帳

簿

及

び

法

定

請

求

書

等

を

保

存

し

な

い

場

合

に

は

同

条

第

１

項

の

規

定

に

よ

る

仕

入

税

額

控

除

が

適

用

さ

れ

な

い

こ

と

に

な

る

。

　

こ

の

よ

う

な

法

的

不

利

益

が

特

に

定

め

ら

れ

た

の

は

、

資

産

の

譲

渡

等

が

連

鎖

的

に

行

わ

れ

る

中

で

、

広

く

、

か

つ

、

薄

く

資

産

の

譲

渡

等

に

課

税

す

る

と

い

う

消

費

税

に

よ

り

適

正

な

税

収

を

確

保

す

る

に

は

、

法

定

帳

簿

及

び

法

定

請

求

書

等

と

い

う

確

実

な

資

料

を

保

存

さ

せ

る

こ

と

が

必

要

不

可

欠

で

あ

る

と

判

断

さ

れ

た

た

め

で

あ

る

と

解

さ

れ

る

。

　

こ

の

う

ち

、

法

定

帳

簿

に

つ

い

て

は

、

そ

の

対

象

物

が

帳

簿

で

あ

る

こ

と

、

す

な

わ

ち

、

継

続

的

に

記

帳

さ

れ

、

日

々

の

取

引

を

証

ひ

ょ

う

書

類

等

の

原

始

記

録

を

基

に

記

録

さ

れ

る

も

の

で

あ

る

こ

と

は

も

と

よ

り

、

消

費

税

法

第

�

条

第

８

項

に

よ

り

、

法

定

記

載

事

項

の

記

載

が

必

要

で

あ

る

。

　

ま

た

、

仕

入

税

額

控

除

の

適

用

要

件

と

し

て

法

定

帳

簿

及

び

法

定

請

求

書

等

の

保

存

が

求

め

ら

れ

て

い

る

こ

と

か

ら

す

れ

ば

、

法

定

帳

簿

と

法

定

請

求

書

等

は

そ

れ

ぞ

れ

独

立

し

て

消

費

税

法

上

の

各

要

件

を

満

た

し

、

そ

の

保

存

が

さ

れ

て

い

る

必

要

が

あ

る

と

解

す

る

べ

き

で

あ

る

。

　

し

た

が

っ

て

、

例

え

ば

、

あ

る

課

税

仕

入

れ

に

つ

い

て

、

法

定

請

求

書

等

の

保

存

が

あ

っ

た

と

し

て

も

、

法

定

記

載

事

項

の

記

載

が

な

い

帳

簿

の

保

存

し

か

な

い

場

合

に

は

、

仕

入

税

額

控

除

の

適

用

は

認

め

ら

れ

な

い

と

解

す

る

の

が

相

当

で

あ

る

。

認

定

事

実

　

請

求

人

提

出

資

料

、

原

処

分

関

係

資

料

並

び

に

当

審

判

所

の

調

査

及

び

審

理

の

結

果

に

よ

れ

ば

、

請

求

人

は

本

件

各

総

勘

定

元

帳

以

外

の

帳

簿

は

作

成

し

て

い

な

か

っ

た

事

実

が

認

め

ら

れ

る

。

検

討

　

事

業

者

が

、

消

費

税

法

第

�

条

第

８

項

が

規

定

す

る

法

定

記

載

事

項

が

記

載

さ

れ

た

法

定

帳

簿

を

保

存

し

な

い

場

合

に

は

、

同

条

第

１

項

に

規

定

す

る

仕

入

税

額

控

除

は

適

用

さ

れ

な

い

と

こ

ろ

、

本

件

各

総

勘

定

元

帳

に

は

、

本

件

各

仕

入

れ

に

係

る

「

課

税

仕

入

れ

に

係

る

資

産

又

は

役

務

の

内

容

」

が

記

載

さ

れ

て

い

な

い

の

で

あ

る

か

ら

、

本

件

各

総

勘

定

元

帳

は

法

定

帳

簿

に

該

当

し

な

い

。

　

そ

し

て

、

請

求

人

は

本

件

各

総

勘

定

元

帳

以

外

の

帳

簿

を

作

成

し

て

い

な

い

と

認

め

ら

れ

る

か

ら

、

請

求

人

は

、

本

件

各

仕

入

れ

に

係

る

法

定

記

載

事

項

が

記

載

さ

れ

た

法

定

帳

簿

を

保

存

し

な

い

場

合

に

該

当

す

る

。

　

ま

た

、

請

求

人

が

法

定

帳

簿

を

保

存

す

る

こ

と

が

で

き

な

か

っ

た

こ

と

に

つ

い

て

や

む

を

得

な

い

事

情

が

あ

る

こ

と

を

う

か

が

わ

せ

る

事

実

も

見

当

た

ら

な

い

。

　

し

た

が

っ

て

、

本

件

各

総

勘

定

元

帳

及

び

本

件

各

請

求

書

等

に

記

載

さ

れ

た

本

件

各

仕

入

れ

に

係

る

各

名

称

が

、

真

実

の

仕

入

先

の

氏

名

又

は

名

称

に

当

た

る

か

否

か

を

検

討

す

る

ま

で

も

な

く

、

本

件

各

仕

入

れ

に

係

る

消

費

税

額

に

つ

い

て

、

仕

入

税

額

控

除

は

適

用

さ

れ

な

い

。

（６）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



「

そ

れ

は

、

一

種

の

見

栄

で

す

わ

」

　

社

長

が

、

ほ

く

そ

笑

み

な

が

ら

言

っ

た

。

「

ミ

エ

？

―

―

」

　

川

上

は

吹

き

出

し

そ

う

に

な

り

な

が

ら

も

、

「

看

板

が

、

見

栄

な

ん

で

す

か

？

」

「

え

え

、

ご

近

所

さ

ん

の

手

前

、

や

っ

て

い

る

感

を

出

す

意

味

で

ね

」

「

な

ん

で

す

、

そ

の

や

っ

て

い

る

感

っ

て

？

」

・

・

・

・

・

・

　

顧

問

税

理

士

の

堀

田

が

、

笑

い

な

が

ら

す

か

さ

ず

問

い

返

し

た

。

「

ほ

ら

、

先

生

、

う

ち

は

住

ま

い

が

こ

こ

じ

ゃ

な

い

で

す

か

。

そ

う

な

る

と

、

あ

そ

こ

の

家

は

何

を

し

て

い

る

ん

だ

ろ

う

、

み

た

い

に

思

わ

れ

る

わ

け

で

す

よ

。

そ

う

な

る

と

、

う

ち

の

子

も

か

わ

い

そ

う

な

わ

け

で

す

わ

。

お

前

の

オ

ヤ

ジ

は

な

に

や

っ

て

い

る

ん

だ

、

み

た

い

な

質

問

さ

れ

て

も

は

っ

き

り

答

え

ら

れ

な

い

ん

じ

ゃ

、

学

校

で

い

じ

め

ら

れ

る

か

も

し

れ

な

い

。

だ

か

ら

以

前

か

ら

、

家

の

前

に

会

社

の

看

板

掲

げ

て

。

な

あ

、

お

前

―

―

」

　

突

如

、

社

長

が

夫

人

に

話

を

振

っ

た

。

　

振

ら

れ

た

夫

人

は

、

そ

う

そ

う

、

と

言

わ

ん

ば

か

り

に

大

き

く

頷

く

と

、

「

そ

れ

に

、

高

校

を

卒

業

し

た

息

子

が

去

年

か

ら

主

人

の

仕

事

を

手

伝

う

よ

う

に

な

り

、

こ

の

先

、

武

蔵

工

務

店

さ

ん

以

外

か

ら

も

仕

事

が

入

り

、

息

子

の

代

に

な

っ

た

ら

、

会

社

も

大

き

く

な

れ

ば

と

思

っ

て

、

こ

の

際

だ

か

ら

看

板

も

新

調

し

た

っ

て

わ

け

で

し

て

。

で

も

ま

だ

看

板

の

効

果

は

な

い

ん

で

す

け

ど

ね

」

　

夫

人

は

隣

に

い

る

堀

田

の

顔

を

見

て

声

な

く

笑

っ

た

も

の

の

、

川

上

の

顔

は

見

な

い

。

「

と

こ

ろ

で

社

長

さ

ん

は

、

業

務

日

誌

を

つ

け

て

ら

っ

し

ゃ

い

ま

す

か

」

と

川

上

。

「

業

務

日

誌

？

」

「

え

え

、

い

つ

、

ど

の

現

場

に

行

き

、

ど

ん

な

作

業

を

し

た

か

。

そ

ん

な

内

容

を

記

し

た

モ

ノ

で

す

。

手

帳

や

ノ

ー

ト

、

日

記

な

ど

、

名

称

は

と

も

か

く

も

―

―

」

「

え

え

、

覚

え

書

き

程

度

の

も

の

は

」

と

言

う

と

社

長

は

立

ち

上

が

り

、

隣

の

部

屋

に

行

っ

た

。

ほ

ど

な

く

し

て

Ｂ

５

判

の

大

学

ノ

ー

ト

１

冊

を

持

参

す

る

と

、

川

上

に

手

交

し

た

。

「

あ

り

が

と

う

ご

ざ

い

ま

す

。

拝

見

し

ま

す

」

じ

ょ

う

ぎ

　

ノ

ー

ト

に

は

、

定

規

で

タ

テ

線

が

引

か

れ

、

横

１

行

ご

と

に

、

年

月

日

、

現

場

名

、

作

業

内

容

が

、

小

さ

な

文

字

で

ぎ

っ

し

り

と

き

ち

ょ

う

め

ん

几

帳

面

に

記

入

さ

れ

て

い

た

。

「

こ

の

現

場

名

は

、

請

求

書

に

あ

る

現

場

名

と

同

じ

な

ん

で

す

か

？

」

「

え

え

、

家

内

も

こ

こ

か

ら

拾

っ

て

請

求

書

を

あ

げ

て

る

か

ら

一

致

し

て

る

は

ず

で

す

わ

」

　

川

上

は

頷

き

、

腕

時

計

に

目

を

落

と

し

た

。

　

あ

と

５

分

で

正

午

と

な

る

。

「

で

は

午

後

に

、

書

類

を

拝

見

し

ま

す

」

　

午

後

か

ら

帳

簿

調

査

に

入

っ

た

。

　

応

接

セ

ッ

ト

の

テ

ー

ブ

ル

で

作

業

し

て

い

る

と

、

川

上

は

、

税

理

士

、

社

長

、

夫

人

の

視

線

が

、

自

分

の

手

元

一

点

に

注

が

れ

て

い

る

の

を

感

じ

窮

屈

だ

っ

た

。

そ

ん

な

中

、

ふ

と

顔

を

上

げ

る

と

、

と

き

お

り

社

長

の

視

線

が

、

ピ

ア

ノ

の

上

に

敷

か

れ

た

レ

ー

ス

状

の

白

い

布

に

あ

っ

た

。

そ

ん

な

様

子

の

社

長

と

目

が

あ

う

と

、

視

線

は

泳

ぐ

よ

う

に

天

井

に

そ

れ

た

。

そ

ん

な

こ

と

が

、

わ

ず

か

１

時

間

足

ら

ず

に

、

幾

度

も

起

き

た

。

「

ノ

ー

ト

は

、

い

わ

ば

作

業

日

誌

で

す

ね

」

「

え

え

、

そ

ん

な

も

ん

で

す

か

な

」

　

川

上

の

質

問

に

社

長

が

応

え

た

。

「

現

場

に

は

息

子

さ

ん

と

い

つ

も

一

緒

に

？

」

「

え

え

。

ま

だ

半

人

前

で

す

し

、

ク

ロ

ス

貼

り

は

２

人

の

方

が

作

業

効

率

が

い

い

ん

で

」

「

ち

な

み

に

社

長

さ

ん

の

と

こ

ろ

は

、

週

の

う

ち

お

休

み

は

い

つ

で

す

」

　

川

上

は

社

長

の

顔

を

ま

じ

ま

じ

と

見

た

。

　

ノ

ー

ト

で

は

、

平

日

に

も

か

か

わ

ら

ず

記

載

さ

れ

て

い

な

い

日

が

あ

る

。

「

え

っ

？

」

「

こ

の

ノ

ー

ト

だ

と

、

平

日

に

３

日

や

４

日

も

休

ん

で

い

る

週

が

あ

る

ん

で

す

が

」

「

…

…

」

「

ク

ロ

ス

貼

り

は

屋

内

作

業

だ

か

ら

、

天

候

に

左

右

さ

れ

る

も

の

で

も

な

い

で

す

よ

ね

」

「

え

え

…

…

。

そ

の

頃

は

、

仕

事

が

あ

ま

り

な

く

、

ヒ

マ

だ

っ

た

の

か

な

ぁ

…

…

」

「

基

本

、

土

日

休

み

じ

ゃ

な

い

ん

で

す

か

？

」

「

え

え

、

ま

あ

…

…

」

「

じ

ゃ

あ

、

書

か

れ

て

い

な

い

日

は

何

を

？

」

「

と

言

わ

れ

て

も

、

記

憶

が

な

く

…

…

」

「

仕

事

を

さ

れ

て

い

な

い

日

で

も

、

ガ

ソ

リ

ン

代

や

高

速

代

が

元

帳

に

は

計

上

さ

れ

て

い

る

ん

で

す

が

、

奥

さ

ん

は

、

何

を

見

て

日

付

や

金

額

を

記

載

し

て

ま

す

か

」

「

主

人

が

く

れ

た

領

収

書

か

ら

で

す

が

…

…

」

「

ま

さ

か

、

経

費

は

架

空

じ

ゃ

な

い

で

す

よ

ね

？

」

川

上

は

に

っ

こ

り

笑

い

夫

人

を

見

た

。

　これまでメールの下書き作成や資料要約など、身近

な事務作業（周辺業務）でＡＩを活用するアイデアを

ご紹介してきました。

　実際にお試しいただいた方は、「えっ、ＡＩでこん

なことまでできるんだ！」と感じていただけたのでは

ないでしょうか。そして「作業にかけていた時間がこ

んなに減った！」という実感が湧いたとき、ＡＩに対

する心理的なハードルは、一気に下がったはずです。

　ＡＩ活用で最も大切なのは、高度な専門ツールを使

いこなす知識ではありません。日々の業務の中で、「こ

の仕事、本当に人がやる必要あるの？」と、立ち止ま

って問い直すマインド（姿勢）です。

　私たちの事務所には、人が手作業で行っている業務

がたくさんあります。例えば、次のような作業です。

　・打ち合わせのたびに一から行う議事録作成

　・大量の資料から、要点だけを抜き出す作業

　・説明資料の構成案や見栄えを整える作業

　これらはどれも、税理士としての高度な税務判断や、

お客様との信頼関係を築く対話ではありません。ＡＩ

に積極的に任せるべき業務と言えます。

　本連載では取り上げませんでしたが、最近では指示

するだけで、面倒なフォルダ整理やファイル作成まで

代わりにやってくれる「ＡＩエージェント」という仕

組みも登場しています。私たちが思っている以上に、

ＡＩに任せられる仕事の範囲は広がっています。

　とはいえ、業務効率化を進めようとすると、つい「事

務所全体のシステムを一気に変えなければ」と大がか

りに考えて、途中で息切れしてしまいがちです。まず

は、自分の手元にある「ちょっと面倒な作業」をひと

つ選んで、ＡＩに投げてみてください。そうすれば、

「５分かかっていたメール作成が１分で終わった」、

「山のような資料の要約が数十秒で手に入った」とい

った変化を、きっと実感できるはずです。

　こうした「小さな成功体験」を、少しでも早く、そ

して多く体験することが、皆さまのＡＩに対するマイ

ンドを変え、事務所の業務改善へとつながります。

　全�回にわたった本連載も、今回が最終回となりま

す。何か一つでも、皆さまの事務所でのＡＩ活用のヒ

ントになったのであれば幸いです。 （おわり）

（７） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　免税店が、令和８年�月１日以後において行う免税

購入対象者との取引については、リファンド方式によ

る対応が必要となります。

　リファンド方式は、免税店が免税購入対象者に対し

て�日以内に出国することを条件に、税関における確

認を経て、その者に消費税相当額を返金（リファンド）

することをいい、移行前は、免税対象商品の範囲や販

売方法の変更等に伴う準備、移行後は、税込価格（課

税）での販売、返金方法、帳簿の振替処理等の新たな対

応が必要となります。

　このセミナーでは、免税店を経営する事業者だけで

なく、税理士が免税店から相談を受けた際に対応でき

るよう、リファンド方式における留意すべき点を解説

いたします。

日　時　��年�月７日（水）�：�～�：�

※研修時間：３時間

受講方法　オンライン型（ライブ・アーカイブ配信）

※当日のライブ配信と後日録画配信コンテン

ツで視聴可能。

配信期間：�月�日～�月�日

講　師　税理士・名取和彦（なとり・かずひこ）氏

東京国税局課税第二部消費税課係長、課税第

一部審理課主査、東京国税不服審判所副審判

官、国税庁税務大学校総合教育部教授、成田

税務署副署長、東京国税局総務部主任税務相

談官、築館税務署長、大森税務署長等を経て、

令和３年７月退職、同年８月税理士登録

受講料　１名につき１５，０００円（税込・レジュメ代を含む）

※「税のしるべ」購読者の方は、割引価格

１２，０００円（税込）となります。

テキスト　レジュメ

申込方法　大蔵財務協会ウェブサイトの申込フ

ォームよりお申込みください。

　

財

務

省

・

国

税

庁

の

７

月

�

日

付

の

人

事

異

動

に

よ

り

、

熊

本

国

税

局

長

に

就

任

し

た

剱

持

敏

幸

氏

（

沖

縄

国

税

事

務

所

長

）

＝

写

真

＝

が

就

任

の

抱

負

を

次

の

よ

う

に

語

っ

た

。

　

は

じ

め

に

、

令

和

８

年

熊

本

地

震

で

被

害

を

受

け

ら

れ

た

方

々

に

、

心

よ

り

お

見

舞

い

申

し

上

げ

ま

す

。

被

災

さ

れ

た

方

そ

れ

ぞ

れ

の

事

情

や

被

害

の

実

情

等

に

十

分

配

意

し

な

が

ら

、

親

切

か

つ

丁

寧

な

行

政

運

営

に

努

め

て

ま

い

り

ま

す

。

　

さ

て

、

国

税

庁

の

使

命

で

あ

る

「

納

税

者

の

自

発

的

な

納

税

義

務

の

履

行

を

適

正

か

つ

円

滑

に

実

現

す

る

」

た

め

、

誠

実

な

納

税

者

の

方

々

に

は

、

適

切

な

情

報

提

供

を

行

う

こ

と

で

、

申

告

・

納

税

を

支

援

す

る

一

方

、

不

正

に

は

厳

正

に

対

処

し

、

正

直

者

が

損

を

し

な

い

適

正

・

公

平

な

課

税

の

実

現

に

努

め

ま

す

。

　

ま

た

、

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

の

さ

ら

な

る

普

及

や

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

の

推

進

な

ど

、

税

務

行

政

の

Ｄ

Ｘ

の

加

速

に

取

り

組

む

ほ

か

、

本

格

焼

酎

を

は

じ

め

と

す

る

酒

類

業

の

振

興

や

販

路

拡

大

、

輸

出

促

進

に

も

力

を

入

れ

て

ま

い

り

ま

す

。

　

熊

本

国

税

局

２

０

０

０

人

の

職

員

が

個

々

の

能

力

を

遺

憾

な

く

発

揮

で

き

る

よ

う

、

忌

憚

な

く

意

見

を

述

べ

ら

れ

る

職

場

環

境

の

醸

成

に

も

努

め

て

ま

い

り

ま

す

。

　

剱

持

敏

幸

（

け

ん

も

ち

・

と

し

ゆ

き

）

氏

の

略

歴

　

平

成

３

年

国

税

庁

入

庁

。

福

岡

国

税

局

総

務

部

長

、

同

庁

国

際

業

務

課

長

、

同

庁

調

査

課

長

な

ど

を

経

て

、

令

和

７

年

７

月

か

ら

沖

縄

国

税

事

務

所

長

。

�

歳

。

群

馬

県

出

身

。

　

財

務

省

・

国

税

庁

の

８

月

１

日

付

の

人

事

異

動

に

よ

り

、

広

島

国

税

局

長

に

就

任

し

た

斎

須

朋

之

氏

（

国

税

庁

調

査

査

察

部

長

）

は

８

月

�

日

、

広

島

市

中

区

の

同

局

で

就

任

記

者

会

見

を

行

っ

た

＝

写

真

。

　

斎

須

局

長

は

「

納

税

者

の

皆

様

の

信

頼

を

確

保

し

な

が

ら

、

昨

日

よ

り

今

日

、

今

日

よ

り

明

日

、

一

歩

で

も

税

務

行

政

を

良

い

も

の

に

で

き

る

よ

う

、

広

島

国

税

局

の

職

員

と

一

緒

に

、

関

係

団

体

の

協

力

も

い

た

だ

き

な

が

ら

、

チ

ー

ム

ワ

ー

ク

で

取

り

組

ん

で

い

き

た

い

」

と

抱

負

を

述

べ

た

。

さ

ら

に

、

デ

ジ

タ

ル

化

の

進

展

な

ど

に

触

れ

な

が

ら

、

「

業

務

を

効

率

化

・

高

度

化

し

て

、

デ

ジ

タ

ル

化

・

国

際

化

・

高

齢

化

な

ど

の

我

々

を

取

り

巻

く

環

境

の

大

き

な

変

化

に

税

務

行

政

が

的

確

に

対

応

で

き

る

よ

う

に

、

し

っ

か

り

と

デ

ジ

タ

ル

ト

ラ

ン

ス

フ

ォ

ー

メ

ー

シ

ョ

ン

に

取

り

組

ん

で

い

く

」

と

語

っ

た

。

　

斎

須

朋

之

（

さ

い

す

・

と

も

ゆ

き

）

氏

の

略

歴

平

成

５

年

大

蔵

省

（

現

財

務

省

）

入

省

。

主

計

局

主

計

官

、

主

計

局

給

与

共

済

課

長

、

内

閣

官

房

内

閣

参

事

官

、

復

興

庁

統

括

官

付

審

議

官

、

厚

生

労

働

省

大

臣

官

房

審

議

官

な

ど

を

経

て

、

令

和

７

年

７

月

か

ら

国

税

庁

調

査

査

察

部

長

。

�

歳

。

埼

玉

県

出

身

。

　

愛

知

・

一

般

社

団

法

人

中

川

青

色

申

告

会

女

性

部

（

太

田

美

智

子

部

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

名

古

屋

市

内

の

「

木

曽

路

黒

川

店

」

会

議

室

で

女

性

部

夏

期

研

修

会

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

当

日

は

、

中

川

税

務

署

の

西

ヶ

谷

桂

個

人

第

一

統

括

官

、

土

方

章

裕

記

帳

指

導

担

当

、

中

川

会

の

宇

野

久

夫

専

務

理

事

ら

が

来

賓

と

し

て

出

席

し

た

。

　

研

修

会

で

は

、

西

ヶ

谷

統

括

官

が

「

青

色

申

告

特

別

控

除

の

変

更

に

つ

い

て

」

、

土

方

記

帳

指

導

担

当

が

「

申

告

書

等

の

様

式

変

更

に

つ

い

て

」

、

宇

野

専

務

理

事

が

「

青

色

申

告

会

を

取

り

巻

く

環

境

」

を

テ

ー

マ

に

、

そ

れ

ぞ

れ

研

修

を

行

っ

た

。

研

修

会

終

了

後

に

は

、

昼

食

を

と

り

な

が

ら

交

流

を

深

め

出

席

者

に

と

っ

て

有

意

義

な

時

間

と

な

っ

た

。

　

大

阪

国

税

局

は

こ

の

ほ

ど

、

同

局

で

４

日

間

に

わ

た

っ

て

「

国

税

専

門

官

１

Ｄ

Ａ

Ｙ

仕

事

体

験

」

を

開

催

し

た

。

国

税

局

の

仕

事

に

興

味

を

持

っ

て

も

ら

お

う

と

開

か

れ

た

も

の

で

、

大

学

に

通

う

学

生

ら

３

６

５

人

が

参

加

し

た

。

参

加

者

は

、

職

員

か

ら

国

税

専

門

官

の

業

務

内

容

や

税

務

調

査

の

基

礎

知

識

な

ど

に

つ

い

て

説

明

を

受

け

た

後

、

グ

ル

ー

プ

に

分

か

れ

て

模

擬

税

務

調

査

と

模

擬

滞

納

処

分

を

体

験

し

た

。

　

模

擬

税

務

調

査

で

は

、

調

査

官

に

な

り

き

り

、

モ

デ

ル

ケ

ー

ス

の

レ

ス

ト

ラ

ン

の

申

告

状

況

に

つ

い

て

総

勘

定

元

帳

や

レ

ジ

ロ

ー

ル

、

領

収

証

の

控

え

な

ど

さ

ま

ざ

ま

な

資

料

か

ら

不

正

申

告

の

疑

い

が

な

い

か

な

ど

を

検

討

し

た

ほ

か

、

職

員

が

演

じ

る

レ

ス

ト

ラ

ン

の

社

長

を

相

手

に

、

申

告

の

問

題

を

指

摘

し

申

告

の

不

正

を

追

及

し

た

。

　

模

擬

滞

納

処

分

で

は

、

検

討

資

料

を

基

に

捜

索

・

差

押

え

シ

ミ

ュ

レ

ー

シ

ョ

ン

を

体

験

。

さ

ら

に

差

押

え

車

両

を

想

定

し

、

実

際

に

タ

イ

ヤ

ロ

ッ

ク

や

ハ

ン

ド

ル

ロ

ッ

ク

の

操

作

の

し

か

た

を

体

験

し

た

＝

写

真

。

　

学

生

か

ら

は

「

い

ろ

い

ろ

な

切

り

口

か

ら

税

務

調

査

を

行

う

醍

醐

味

を

感

じ

た

」

「

専

門

性

の

高

さ

を

感

じ

、

私

も

国

税

専

門

官

に

な

り

た

い

と

い

う

気

持

ち

が

高

ま

っ

た

」

な

ど

の

感

想

が

寄

せ

ら

れ

た

。

（８）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日

年ぎめ本体価格７，６３６円（税込価格８，４００円）

月ぎめ本体価格　６３６円（税込価格　７００円）
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